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平成 30年７月
島 根 県

島 根 県 か ら の お 知 ら せ
平成27年度～平成30年度の税制改正について

　平成 29 年度税制改正において、法人事業税の確定申告書の提出期限の延長について、次の見直しがされました。
（法人税でも同様の改正が行われています。）
　法人が会計監査人を置き、かつ定款等の定めにより事業年度終了の日から３月以内に決算についての定時総会
が招集されない常況にある場合には、事業年度終了の日から３月を超え６月を超えない範囲内で、都道府県知事
の承認により、申告書の提出期限を延長することができます。
　なお、延長申請をする場合は、定款等の写しの添付が必要となります。
　法人県民税についても、法人事業税と同様の見直しがされております。管轄税務署により、法人税確定申告書
の提出期限の延長等の処分がされた場合は、期限までに各県民センターへ届出をしてください。

　地方公共団体が行う地方創生事業に対して法人が寄附を行った場合に、従来からの寄附金の損金算入措置に加
え、その寄附金額の一部を支出した事業年度の法人事業税額・法人住民税法人税割額及び法人税額から控除する
制度が平成 28 年度税制改正において設けられました。

要 件
◦青色申告書を提出している法人であること。
◦地域再生法の一部を改正する法律の施行日（平成 28 年４月 20 日）から平成 32 年３月 31 日までの間に、

地方公共団体が行う地方創生を推進する一定の事業に対して寄附金を支出したこと
　（共同募金等への寄附金は対象外です）
　※地域再生法の認定地域再生計画に記載された「まち・ひと・しごと創生寄附活用事業」が対象

控除額の計算
◦控除額

法人事業税　寄附金額の 10％
法人住民税　寄附金額の 20％（道府県分５％、市町村分 15％）

※平成 31 年 10 月１日以後に開始する事業年度は、道府県分 2.9％、市町村分 17.1％）
　寄附金額の 20％のうち法人住民税で控除しきれなかった分を法人税で控除
　（寄附金額の 10％が限度）

◦控除上限額
法人事業税　法人事業税額の 20％（平成 31 年 10 月１日以後開始する事業年度は 15％）
法人住民税　法人住民税法人税割額の 20％
法人税　　　法人税額の５％

留 意 事 項
◦寄附金額が 10 万円未満の場合には、税額控除の対象となりません。
◦主たる事務所が所在する地方公共団体に対する寄附は対象とはなりません。
◦東京都、23 区、一部の市町村に対する寄附は対象となりません。
◦２以上の都道府県又は２以上の市町村に事務所を有する法人は、各都道府県又は各市町村ごとの控除税額を

按分します。（法人事業税・法人住民税：課税標準の分割基準をもとに按分）
◦確定申告書又は仮決算による中間申告書に一定事項を記載した場合に限り適用が認められています。
◦申告書に地方公共団体が交付する受領証の添付が必要となります。

（法人県民税・法人事業税・地方法人特別税関係）

Ⅰ　法人事業税の確定申告書の提出期限の延長申請について（全法人）

Ⅱ　地方創生応援税制（特定寄附金税額控除）（全法人）※誤りが多くなっています
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⑴　平成 27 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から、法人県民税均等割の税率区分の基準となる資本金等の額
について、原則、①としつつ、①が②を下回る場合に②とします。

　　①「資本金等の額」( ⑵参照 )
　　②「資本金」と「資本準備金」の合計額
⑵　法人県民税均等割の税率区分の基準である「資本金等の額」は、法人税法上の「資本金等の額」から無償減資・

資本準備金の取り崩し額（欠損てん補等に充てた金額）を控除するとともに、無償増資の額を加算した金額と
なります。

Ⅲ　均等割の税率区分の基準となる「資本金等の額」の改正（全法人）

【申告書記載にあたっての注意点】

⑴　【原則】 ⑵　【無償減資前】 【無償減資後】

【自己株式の取得等により資本金等の額が大きく減少している場合】

資本金等の額 均等割税率区分の基準

均等割税率区分の基準

資本金＋資本準備金

資本金等の額

資本金＋資本準備金

資産 資産

欠損金

負債 負債

資本金

資本金無償
減資

無償
減資

法
人
税
法
上
「
資
本
金

等
の
額
」
は
不
変

均等割の税率区分の基準である
「資本金等の額」から控除

※無償減資及び無償増資については、事実を証する
　書類の提出が必要となります。

72

○均等割の税率区分の基準となる「資本金等の額」

【第６号様式（抜粋）】

【注意点】次のA～D欄を全て記載してください。
（出資金を有する法人はA・C・Dを記載してください。）

【注意点】
ＢとＣを比較して大きい額が均等割の税率
区分の基準となります。
（出資金を有する法人はAとCを比較してください。）

5

Ａ

B
C

D

第６号様式（確定申告書）
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○「負担変動の軽減措置」の控除額計算に使う「旧税率」（外形標準課税法人）

E F
E F

【注意点】

　「旧税率」欄には、
平成27年４月１日から
平成28年３月31日までに
開始する事業年度に適用
される税率を記載してく
ださい。（左記のとおりの
税率となります。）

【別表５の７（抜粋）】

年400万円を超え年800万円以下の金額

㉗

㉘

㉙

㉚

㉛

32

33

34

35

36

　平成 27 年４月１日以後に開始する事業年度及び平成 28 年４月１日以後に開始する事業年度について、外形標
準課税法人の法人事業税・地方法人特別税の税率が段階的に改正されました。

（税率については納付書裏面参照）
　平成 27 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までの間に開始する事業年度について、以下①及び②の要件を満
たす場合には、法人事業税額から一定額を控除します。

　①調整後付加価値額※１　＜　40 億円
　②平成 27 年４月１日から平成 28 年３月 31 日までに開始する事業年度の場合
　　　平成 27 年３月 31 日現在の税率を適用した事業税額※２＜基準法人事業税額※３

　　平成 28 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までに開始する事業年度の場合
　　　平成 28 年３月 31 日現在の税率を適用した事業税額※２＜基準法人事業税額※３

※１　付加価値額× 12 ÷事業年度の月数（１月に満たない場合は１月とする）
※２　当該事業年度の付加価値額、資本金等の額、所得金額 ( 関係都道府県に分割された後の金額 ) にそれぞれ平成 27 年３月

31 日（平成 28 年３月 31 日）現在の規定による税率を乗じた金額の合計額
※３　当該事業年度の付加価値割、資本割、所得割の合計額

※４　負担増の額に乗じる割合
下記期間に開始する

事業年度 割合

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで 1/2

平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで 3/4

平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで 1/2

平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで 1/4

調整後付加価値額 控除額（100 円未満切上げ）

30 億円以下 （※３　－　※２）　×　一定割合　※４

30 億円超
40 億円未満 （※３　－　※２）　×　一定割合　※４　×

（40 億円－調整後付加価値額）

10 億円

Ⅳ　法人事業税の税率改正に伴う負担変動の軽減措置  【経過措置】  （外形標準課税法人）

【申告書記載にあたっての注意点】

第６号様式別表５の７（平成 28 年改正法附則第５条の控除額に関する計算書）

控除額の計算

～資本金 1億円超の外形標準課税適用の法人～
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　平成 27 年４月１日以後に開始する事業年度について、外形標準課税法人の法人事業税資本割の課税標準とな
る資本金等の額※は、資本金等の額と資本金及び資本準備金の合算額又は出資金の額の比較により算定します。
　※資本金等の額＝無償増資、無償減資等による欠損塡補を調整後の金額

　資本金等の額と資本金及び資本準備金の合算額又は出資金の額との比較による算定については、「Ⅲ　均等割の
税率区分の基準となる「資本金等の額」の改正」と同様の改正となります。

⑴　平成 27 年４月１日から平成 30 年３月 31 日までの間に開始する事業年度について、以下①～③の要件をす
べて満たす場合には、所得拡大促進税制控除に係る措置として法人事業税付加価値割の算定において一定額を
控除することができます。

　
①　雇用者給与等支給増加額　／　基準雇用者給与等支給額　≧　増加促進割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【３％（H27）、４％（H28）、５％（H29）】
②　適用事業年度の雇用者給与等支給額　≧　比較雇用者給与等支給額（前事業年度の雇用者給与等支給額）
③（適用事業年度の平均給与等支給額－比較平均給与等支給額（前事業年度の平均給与等支給額））
　／比較平均給与等支給額　≧　２％

　　平成 27 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までに開始した事業年度の申告にあっては、③の要件は次
のとおりとなります。

　　③適用事業年度の平均給与等支給額　＞　比較平均給与等支給額
　　※①～③の計算については、原則として法人税の所得拡大促進税制の計算の例によります。

⑵　平成 30 年４月１日から平成 33 年３月 31 日までの間に開始する事業年度について、以下①～③の要件をす
べて満たす場合には、所得拡大促進税制控除に係る措置として法人事業税付加価値割の算定において一定額を
控除することができます。

　
①　雇用者給与等支給額　＞　比較雇用者給与等支給額（前事業年度の雇用者給与等支給額）
②　（継続雇用者給与等支給額－継続雇用者比較給与等支給額）／継続雇用者比較給与等支給額　≧　３％
③　国内設備投資額　≧　当期償却費総額　×　90％
※①～③の計算については、原則として法人税の所得拡大促進税制の計算の例によります。

■ 島根県東部県民センター　法人課税課　　　　　　電話　0852 － 32 － 5621
■ 島根県西部県民センター　法人・軽油課税課　　　電話　0855 － 29 － 5519
■ 島根県総務部税務課　課税グループ　　　　　　　電話　0852 － 22 － 5923

Ⅴ　法人事業税資本割の課税標準の見直し（外形標準課税法人）

Ⅵ　法人事業税付加価値割における所得拡大促進税制の導入（外形標準課税法人）【経過措置】
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報酬給与額　80

雇用安定控除額　10：（報酬給与額 80 －（収益配分額 100 × 70％）＝ 10）
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雇用安定控除額　10：（報酬給与額 80 －（収益配分額 100 × 70％）＝ 10）

所得拡大促進税制控除額
雇用者給与等支給増加額

（５）
× 収益配分額

（100） － 雇用安定控除額
（10） ÷ 収益配分額

（100） ＝ 4.5

所得拡大促進税制控除額
雇用者給与等支給額－

比較雇用者給与等支給額
（５）

× 収益配分額
（100） － 雇用安定控除額

（10） ÷ 収益配分額
（100） ＝ 4.5

⑴　付加価値割における所得拡大促進税制の導入（イメージ図）

⑵　付加価値割における所得拡大促進税制の導入（イメージ図）

雇用安定控除との
調整を行った額4.5
を控除

雇用安定控除との
調整を行った額4.5
を控除

雇用者給与等支給増加額 ５

雇用者給与等支給額 － 比較雇用者給与等支給額 ５

収益配分額　100

収益配分額　100


